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財務諸表

貸借対照表

（単位：百万円）

科　　　　目 第29期
2020年3月31日現在

第30期
2021年3月31日現在

（資産の部）
現　 金 2,380 2,319
預け金 48,183 59,572
買入手形 － －
コールローン － －
買現先勘定 － －
債券貸借取引支払保証金 － －
買入金銭債権 2,015 6,976
金銭の信託 0 0
商品有価証券 － －
　商品国債 － －
　商品地方債 － －
　商品政府保証債 － －
　その他の商品有価証券 － －
有価証券 70,658 74,019
　国債 3,644 4,779
　地方債 13,426 12,770
　短期社債 － －
　社債 28,935 28,750
　株式 93 92
　その他の証券 24,557 27,625
貸出金 90,744 96,041
　割引手形 760 584
　手形貸付 6,245 5,027
　証書貸付 81,215 88,404
　当座貸越 2,522 2,024
外国為替 － －
　外国他店預け － －
　外国他店貸 － －
　買入外国為替 － －
　取立外国為替 － －
その他資産 1,386 1,367
　未決済為替貸 24 17
　信金中金出資金 1,021 1,021
　前払費用 28 25
　未収収益 197 195
　先物取引差入証拠金　 － －
　先物取引差金勘定 － －
　保管有価証券等 － －
　金融派生商品 － －
　金融商品等差入担保金 － －
　リース投資資産 － －
　その他の資産 113 107
有形固定資産 2,391 2,481
　建物 979 998
　土地 1,048 1,025
　リース資産 126 135
　建設仮勘定 － －
　その他の有形固定資産 237 321
無形固定資産 24 18
　ソフトウェア 21 15
　のれん － －
　リース資産 － －
　その他の無形固定資産 3 3
前払年金費用 61 84
繰延税金資産 － －
再評価に係る繰延税金資産 － －
債務保証見返 437 172
貸倒引当金 △1,674 △977
（うち個別貸倒引当金） （　　　　 △1,287　） （　　　　    △653　）
資産の部合計 216,609 242,077
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（単位：百万円）

科　　　　目 第29期
2020年3月31日現在

第30期
2021年3月31日現在

（負債の部）
預金積金 204,876 221,812
　当座預金 2,098 2,369
　普通預金 83,085 96,893
　貯蓄預金 567 569
　通知預金 260 155
　定期預金 108,883 112,151
　定期積金 8,645 8,305
　その他の預金 1,334 1,367
譲渡性預金 － －
借用金 520 8,760
　借入金 520 8,760
　当座借越 － －
　再割引手形 － －
売渡手形 － －
コールマネー － －
売現先勘定 － －
債券貸借取引受入担保金 － －
コマーシャル・ペーパー － －
外国為替 － －
　外国他店預り － －
　外国他店借 － －
　売渡外国為替 － －
　未払外国為替 － －
その他負債 737 738
　未決済為替借 42 35
　未払費用 117 125
　給付補塡備金 18 18
　未払法人税等 1 1
　前受収益 42 31
　払戻未済金 13 11
　払戻未済持分 0 1
　職員預り金 316 325
　先物取引受入証拠金 － －
　先物取引差金勘定 － －
　借入商品債券 － －
　借入有価証券 － －
　売付商品債券 － －
　売付債券 － －
　金融派生商品 － －
　金融商品等受入担保金 － －
　リース債務 126 135
　資産除去債務 23 24
　その他の負債 35 27
賞与引当金 81 80
役員賞与引当金 － －
退職給付引当金 － －
役員退職慰労引当金 161 160
睡眠預金払戻損失引当金 15 12
偶発損失引当金 26 23
特別法上の引当金 － －
繰延税金負債 194 299
再評価に係る繰延税金負債 97 97
債務保証 437 172
負債の部合計 207,149 232,156

（純資産の部）
出資金 801 799
　普通出資金 801 799
　優先出資金 － －
優先出資申込証拠金 － －
資本剰余金 － －
　資本準備金 － －
　その他資本剰余金 － －
利益剰余金 7,921 8,170
　利益準備金 854 854
　その他利益剰余金 7,066 7,315
　　特別積立金 6,600 6,900
　　（体質強化積立金） （　　　　　　　　　　　－　）（　　　　　　　　　　　－　）
　　当期未処分剰余金
　　（又は当期未処理損失金） 466 415

処分未済持分 　　　　　　　　△0 　　　　　　　　△0
自己優先出資 － －
自己優先出資申込証拠金 － －
会員勘定合計 8,722 8,969
その他有価証券評価差額金 508 721
繰延ヘッジ損益 － －
土地再評価差額金 229 229
評価・換算差額等合計 738 951
純資産の部合計 9,460 9,920
負債及び純資産の部合計 216,609 242,077
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財務諸表

●貸借対照表に関する注記（第30期　2020年度）
注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　２�．有価証券の評価は、その他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握

することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。
　　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
　３．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法を採用しております。
　　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。　　建　物　 2年～ 50年   その他　 2年～ 45年
　４�．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利

用可能期間（5年）に基づいて償却しております。
　５�．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした

定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零
としております。

　６．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　　�　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質

破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破
綻懸念先」という。）に係る債権について、与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合
理的に見積もることができる債権については当該キャッシュ・フローを貸出当初の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金と
する方法(キャッシュ・フロー見積法)により計上しております。また、当該大口債務者以外の債務者に対する債権については、担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。

　　�　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。ただし、内航海運業のその他要
注先債権のうち、当金庫の基準に該当した債権については、個別に船齢、返済実績などを考慮して必要と認める額を計上しており、その金額は106百万円
であります。

　　�　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　　�　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した

残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は2,058百万円であります。
　７．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
　８�．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。

また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。なお、過
去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

　　�　過去勤務費用　　：その発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により損益処理
　　　数理計算上の差異：�各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業

年度から損益処理
　　�　当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産

の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　　�　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　　①　制度全体の積立状況に関する事項（令和2年3月31日現在）
　　　　年金資産の額	 　　　　　　　　　　　　　1,575,980百万円
　　　　年金財政計算上の数理債務の額
　　　　と最低責任準備金の額との合計額　　　　　　1,718,649百万円
　　　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　  △142,668百万円
　　②　制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和2年3月31日現在）0.1838％
　　③　補足説明
　　　　�　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高189,351百万円及び別途積立金46,682百万円であります。本制度における過去勤

務債務の償却方法は期間19年0 ヵ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金33百万円を費
用処理しております。なお、特別掛金の額は予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当
金庫の実際の負担割合とは一致しません。

　９�．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生している
と認められる額を計上しております。

　10�．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、
必要と認める額を計上しております。

　11�．偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。
　12�．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 
　13�．会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるも

のは、次のとおりです。　　　貸倒引当金　　　977百万円
　　�　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として６．に記載しております。主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」で

あります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。なお、個別貸出先
の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があり
ます。 

　14�．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額 0百万円
　15�．有形固定資産の減価償却累計額3,822百万円
　16�．貸借対照表に計上した固定資産のほか、現金自動預金支払機、電話設備、端末機器の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により

使用しております。
　17�．貸出金のうち、破綻先債権額は105百万円、延滞債権額は2,052百万円であります。
　　�　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないも

のとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年
政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由が生じている貸出金であります。また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、
破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　18�．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は33百万円であります。なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以
上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

　19�．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は615百万円であります。
　　�　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他

の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
　20�．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は2,806百万円であります。なお、17．から20．に掲げた債権額は、

貸倒引当金控除前の金額であります。
　21�．ローン・パーティシペーションで、日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第３号「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（平成26年

11月28日）に基づいて、参加者に売却したものとして会計処理した貸出金の元本の事業年度末残高の総額は、50百万円であります。
　22�．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という

方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は584百万円であります。
　23�．新型コロナウイルス感染症対応資金に係る貸出金利息については、入金があった時点で収益計上しております。令和3年3月31日時点における未収利息

の金額は23百万円です。
　24�．担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　　担保に供している資産
　　　　　　　　有価証券　　　　　　　　　　　9,061百万円
　　　　　　　　預け金　　　　　　　　　　　　1,000百万円
　　　　担保資産に対応する債務
　　　　　　　　別段預金（歳入代理店）　　　　 　 87百万円
　　　　　　　　借用金　　　　　　　　　　　　8,760百万円
　　�　上記のほか、為替決済等の取引の担保として、預け金10,007百万円を差し入れております。また、その他の資産には、保証金3百万円が含まれております。
　25�．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　　　再評価を行った年月日　平成13年12月31日
　　　同法第３条第３項に定める再評価の方法
　　�　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第4号に定める地価税法に基づいて、（奥行価格補正、時点修正、近隣売

買事例による補正等）合理的な調整を行って算出しております。
　　�　同法第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　328

百万円
　26．出資１口当たりの純資産額6,207円41銭
　27．金融商品の状況に関する事項
　　　⑴　金融商品に対する取組方針
　　　　　　当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
　　　　　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。
　　　⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　　　　　　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　　　　　　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
　　　　　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　　　　　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
　　　　　　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。
　　　⑶　金融商品に係るリスク管理体制
　　　　　①　信用リスクの管理
　　　　　　�　当金庫は、信用リスク管理要領及び融資事務取扱要領等に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保
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証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　　　　　　�　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣による重点管理先会議、常務会や理事会を開催し、審議・

報告を行っております。
　　　　　　�　さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。
　　　　　　�　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、経理部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
　　　　　②　市場リスクの管理
　　　（ⅰ）金利リスクの管理
　　　　　　当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　　　　　�　統合的リスク管理規程及び市場リスク管理要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、理事会において決定された統合的リ

スク管理方針に基づき、常務会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　　　　　�　日常的には経理部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、

ALM委員会及びリスク管理委員会で検討のうえ常務会に定期的に報告しております。
　　　（ⅱ）為替リスクの管理
　　　　　　当金庫は、為替の変動リスクに関して、市場リスク管理要領に基づき管理しております。
　　　（ⅲ）価格変動リスクの管理
　　　　　�　有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、余資運用基準規程に従い行われております。
　　　　　�　このうち、経理部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リ

スクの軽減を図っております。
　　　　　�　保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしています。
　　　　　�　これらの情報は経理部を通じ、ALM委員会及びリスク管理委員会で検討のうえ常務会に定期的に報告されております。
　　　（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
　　　　　�　当金庫では、「預け金」、「有価証券」、「貸出金」及び「預金」等の市場リスク量をVaRにより計測し、取得したリスク量が限度額の範囲内となる

よう管理しております。当金庫のVaRは分散共分散法（保有期間60日、信頼区間99％、観測期間5年）によって算出しており、令和3年3月31日（当
事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リスク量（損失額の推計値）は、全体で1,188百万円であります。

　　　　　�　ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場
環境が激変する状況下におけるリスクは補足できない場合があります。

　　　　　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　　　　�　当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、

流動性リスクを管理しております。
　　　⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　　�　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定にお

いては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　　　　�　なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示しております。
　28．金融商品の時価等に関する事項
　　�　令和3年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の算定方法については（注１）参照）。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　　�　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。� （単位：百万円）

貸借対照表
計上額 時　価 差　額

　⑴　預け金
　⑵　買入金銭債権
　⑶　有価証券
　　　その他有価証券
　⑷　貸出金（＊1）
　　　貸倒引当金（＊2）

59,572
6,976

71,453
96,041
△966

59,633
6,785

71,453

60
△191

－

95,075 97,158 2,083
金融資産計 233,077 235,030 1,952

　⑴　預金積金
　⑵　借用金

221,812
8,760

221,935
8,789

123
29

金融負債計 230,572 230,725 153
　　　　（＊1）貸出金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。
　　　　（＊2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
　　（注1）金融商品の時価等の算定方法
　　金融資産
　　　⑴　預け金
　　　　�　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、残

存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。なお、仕組預け金につい
ては、取引金融機関から提示された価格によっております。

　　　⑵　買入金銭債権
　　　　　取引金融機関から提示された価格によっております。
　　　⑶　有価証券
　　　　�　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、公表されている基準価額によっ

ております。なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については29．から31．に記載しております。
　　　⑷　貸出金
　　　　�　貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価

に代わる金額として記載しております。
　　　　　①�　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定

に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）
　　　　　②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
　　　　　③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利（LIBOR、SWAP）で割り引いた価額
　　金融負債
　　　⑴　預金積金
　　　　�　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに

区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用い
ております。

　　　⑵　借用金
　　　　�　一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。
　　（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　分 貸借対照表計上額

　非上場株式（＊1） 55
　信金中金出資金（＊1） 1,021
　組合出資金（＊2） 43
　私募投資信託（REIT） 2,467

合　計 3,588
　　　（＊1�）非上場株式及び信金中金出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはして

おりません。
　　　（＊2�）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示

の対象とはしておりません。
　　（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額� （単位：百万円）

　 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
　預け金（＊）
　買入金銭債権
　有価証券
　その他有価証券のうち満期があるもの
　貸出金（＊）

31,572
34

5,008
14,940

28,000
416

18,665
28,013

－
25

17,952
20,217

－
6,500

14,700
29,714

合　計 51,554 75,094 38,194 50,914
　　　（＊）預け金のうち要求払預け金は「1年以内」に含めて開示しております。
　　　　　 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。
　　（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額� （単位：百万円）

　 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
　預金積金（＊）
　借用金

197,026
8,360

24,263
240

19
160

502
－

合　計 205,386 24,503 179 502
　　　（＊）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めて開示しております。
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財務諸表

　29�．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれて
おります。

　　　満期保有目的の債券は該当ございません。
　　　その他有価証券

種類 貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式　　 ― ― ―
債券　　 37,265 36,547 718
　国債　 2,796 2,625 170
　地方債 11,865 11,681 183
　社債　 22,604 22,239 364
その他　 15,092 14,457 635
小計 52,358 51,004 1,354

貸借対照表計上額が
取得原価を越えないもの

株式　　 37 37 ―
債券　　 9,034 9,121 △86
　国債　 1,983 2,004 △21
　地方債 905 910 △5
　社債　 6,146 6,206 △59
その他　 10,022 10,302 △279
小計 19,094 19,460 △366

合計 71,453 70,464 988
　30．当事業年度中に売却したその他有価証券

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 ― ― ―
債券 805 105 ―
　国債 702 102 ―
　地方債 ― ― ―
　社債 103 3 ―
その他 119 17 ―

合計 924 123 ―
　31．減損処理を行った有価証券
　　�　有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価ま

で回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以
下「減損処理」という。）しております。

　　�　当事業年度における減損処理額は、該当ございません。また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に対し50％以上下
落している状態にあること、または30％以上下落し回復の見込みがない状態にあることです。

　32�．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ
とを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、16,123百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが3,629百万円あ
ります。

　　�　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに
影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込み
を受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等
の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等
を講じております。

　33�．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。
　　　　繰延税金資産
　　　　　　　　税務上の繰越欠損金（注1）	 265百万円
　　　　　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額	 193百万円
　　　　　　　　貸出金償却損金算入限度超過額	 447百万円
　　　　　　　　減価償却損金算入限度超過額	 60百万円
　　　　　　　　役員退職慰労引当金	 44百万円
　　　　　　　　未収利息不計上	 31百万円
　　　　　　　　減損損失	 40百万円
　　　　　　　　その他	 29百万円
　　　　　　　繰延税金資産小計	 1,112百万円
　　　　　　　　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額	 △265百万円
　　　　　　　　将来減損一時差異等の合計に係る評価性引当額	 △846百万円
　　　　　　　評価性引当額小計	 △1,112百万円
　　　　　　繰延税金資産合計	 －百万円
　　　　繰延税金負債
　　　　　　　　その他有価証券評価差額金	 275百万円
　　　　　　　　前払年金費用	 23百万円
　　　　　　繰延税金負債合計	 299百万円

　　　　繰延税金負債の純額	 299百万円
　　　　　　　　
　　（注1）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期間別の金額
　　　　当事業年度（令和3年3月31日）

　 1年以内
（百万円）

1年超
2年以内
（百万円）

2年超
3年以内
（百万円）

3年超
4年以内
（百万円）

5年超
（百万円）

合　計
（百万円）

税務上の繰越
欠損金（＊1） 103 82 ― 14 65 265
評価性引当金 △103 △82 ― △14 △65 △265
繰延税金資産 ― ― ― ― ― ―

　　　（＊1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた金額であります。
　34．表示方法の変更
　　�　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　令和2年3月31日公表）を当事業年度の年度末に係る財務諸表から適用し、財務諸表

に重要な会計上の見積りに関する注記を行っております。
　35．会計上の見積りの変更
　　�　当事業年度より、破綻懸念先に係る債権について、与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・

フローを合理的に見積もることができる債権についてはキャッシュ・フロー見積法により貸倒引当金を計上しております。これにより、経常利益及び税
引前当期純利益は、それぞれ18百万円増加しております。
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損益計算書

●損益計算書に関する注記（第30期　2020年度）
注１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
　２．出資１口当たり当期純利益金額164円83銭
　３．その他の経常費用には責任共有制度負担金12,091千円を含んでおります。
　４．当期において、以下の資産について減損損失を計上しております。

地域 主な用途 種類 減損損失（千円）
岩国市 営業用店舗 3ヵ所 事業用不動産 47,654
柳井市 営業用店舗 1ヵ所 事業用不動産 28,685
合計 76,340

　　　�　営業店舗については、営業店（相互補完性のある営業店グループは当該グループ単位）毎に継続的な収支の把握を行っていることか
ら各営業店をグルーピングの最小単位としております。遊休資産は、各資産をグルーピング最小単位としております。本部等については、
独立したキャシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。 

　　　�　当期において、収益性の低下によるキャッシュ・フローの減少及び継続的な地価の下落等により営業用店舗３ヵ所の帳簿価額を回収
可能価額まで減額しております。また、移転の意思決定をした営業用店舗１ヵ所の帳簿価額を回収可能価額まで減額しており、当該減
少額を「減損損失」として特別損失に計上しております。 当該損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額（「不動産鑑定評
価額」に基づき算出）であります。

（単位：千円）

科　　　　目
第29期

自　2019年 4 月 1 日
至　2020年 3 月31日

第30期
自　2020年 4 月 1 日
至　2021年 3 月31日

経常収益 3,049,864 3,018,984
　資金運用収益 2,538,007 2,474,206
　　貸出金利息 1,663,345 1,597,419
　　預け金利息 92,828 76,093
　　買入手形利息 － －
　　コールローン利息 － －
　　買現先利息 － －
　　債券貸借取引受入利息 － －
　　有価証券利息配当金 752,122 756,753
　　金利スワップ受入利息 － －
　　その他の受入利息 29,710 43,938
　役務取引等収益 238,630 239,897
　　受入為替手数料 110,316 112,342
　　その他の役務収益 128,314 127,555
　その他業務収益 169,146 139,266
　　外国為替売買益 － －
　　商品有価証券売買益 － －
　　国債等債券売却益 155,370 120,140
　　国債等債券償還益 － －
　　金融派生商品収益 － －
　　その他の業務収益 13,775 19,126
　その他経常収益 104,080 165,614
　　貸倒引当金戻入益 － 109,464
　　償却債権取立益 63,059 37,107
　　株式等売却益 272 3,355
　　金銭の信託運用益 － 0
　　その他の経常収益 40,748 15,686
経常費用 2,737,000 2,645,855
　資金調達費用 76,382 63,818
　　預金利息 56,203 44,911
　　給付補塡備金繰入額 9,094 8,829
　　譲渡性預金利息 － －
　　借用金利息 9,510 8,448
　　売渡手形利息 － －
　　コールマネー利息 － －
　　売現先利息 － －
　　債券貸借取引支払利息 － －
　　コマーシャル・ペーパー利息 － －
　　金利スワップ支払利息 － －
　　その他の支払利息 1,573 1,628
　役務取引等費用 266,898 255,031
　　支払為替手数料 39,396 38,217
　　その他の役務費用 227,501 216,813
　その他業務費用 1,329 10,601
　　外国為替売買損 － －
　　商品有価証券売買損 － －
　　国債等債券売却損 80 －
　　国債等債券償還損 － －
　　国債等債券償却 － －
　　金融派生商品費用 － 9,330
　　その他の業務費用 1,249 1,271
　経費 2,235,828 2,228,884
　　人件費 1,425,040 1,416,507
　　物件費 770,964 781,455
　　税金 39,823 30,922
　その他経常費用 156,561 87,519
　　貸倒引当金繰入額 59,782 －
　　貸出金償却 55,427 65,432
　　株式等売却損 － －
　　株式等償却 － －
　　金銭の信託運用損 － －
　　その他資産償却 10,303 9,081
　　その他の経常費用 31,047 13,004
経常利益（又は経常損失） 312,864 373,129
特別利益 5,857 －
　固定資産処分益 5,857 －
　負ののれん発生益 － －
　金融商品取引責任準備金取崩額 － －
　その他の特別利益 － －
特別損失 2,967 83,308
　固定資産処分損 2,967 6,968
　減損損失 － 76,340
　金融商品取引責任準備金繰入額 － －
　その他の特別損失 － －
税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） 315,754 289,820
法人税、住民税及び事業税 2,059 1,871
法人税等調整額 － 23,352
法人税等合計 2,059 25,224
当期純利益（又は当期純損失） 313,694 264,596
繰越金（当期期首残高） 152,642 150,701
土地再評価差額金取崩額 － －
当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金） 466,337 415,297



─36─

財務諸表

剰余金処分計算書

（単位：円）

科　　　　目
第29期

自　2019年 4 月 1 日
至　2020年 3 月31日

第30期
自　2020年 4 月 1 日
至　2021年 3 月31日

当 期 未 処 分 剰 余 金（又は当期未処理損失金） 466,337,398 415,297,484
積 立 金 取 崩 額 －　　 －　　
剰 余 金 処 分 額 315,636,244 215,947,119
　利益準備金 －　　 －　　
　普通出資に対する配当金 （年 2％）� 15,636,244 （年 2％）� 15,947,119
　優先出資に対する配当金 （年－％）� －　　 （年－％）� －　　
　事業の利用分量に対する配当金 （－円につき－円の割合）－　　 （－円につき－円の割合）－　　
　特別積立金 300,000,000 200,000,000
繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ） 150,701,154 199,350,365

会計監査人による監査

2019年度及び2020年度の貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書は、信用金庫法第
38条の2第3項の規定に基づき、有限責任　あずさ監査法人の監査を受けております。

財務諸表の適正性等の確認

2020年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」
という。）並びに財務諸表作成に係る内部監査等について適正性・有効性等を確認して
おります。

2021年６月23日
東 山 口 信 用 金 庫

　 理 事 長 


